
福島市都市政策部開発建築指導課指導係

建築基準法に基づく
『定期報告制度』について
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福島市ＨＰ
https://www.city.fukushima.fukushima.jp/index.html

「定期報告制度」
https://www.city.fukushima.fukushima.jp/kaihatsu-shidou/machizukuri/kenchiku/shidou/teikihoukoku/teikihoukoku.html

「特定建築物等定期報告済証・検査報告済証（ステッカー）」
https://www.city.fukushima.fukushima.jp/kaihatsu-shidou/machizukuri/kenchiku/shidou/teikihoukoku/teikihoukoku-st.html

「建築指導行政に関する啓発（リーフレット等）」
https://www.city.fukushima.fukushima.jp/kaihatsu-shidou/machizukuri/kenchiku/shidou/pannfu.html

「定期報告制度関係申請書ダウンロード」
https://www.city.fukushima.fukushima.jp/kaihatsu-shidou/download/machizukuri/kaihatsu/5638.html
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・定期報告制度の概要

・定期報告の対象となる建築物、建築設備等

・福島市の定期報告に対する通知

・報告書記入上の注意（記入例）

・リーフレット等
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○建築基準法においては、建築確認・完了検査などの手続きを定めることで、建築物を使用す
る前における適法性をチェックする体制を整えてる。

○一方で、建築物の使用が開始された後も、引き続き、適法な状態を確保し続けることが重要
であるという考え方から、定期的な調査や報告を求めることとしてる。これがいわゆる「定
期報告制度」です。

〇具体的には、建築物の損傷や腐食などの劣化状況の点検を基本としているが、不適切な改変
行為などによって、違反状態を生じていないかどうかのチェックも合わせて実施し、その結
果を行政に報告することを建物所有者に義務づけている。
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規制に至る背景・変更経緯等

・昭和34年から定期報告義務付け。

・昭和41年ホテル火災（菊富士ホテル火災：群馬県水上温泉）死者30名、
昭和43年旅館火災（池之坊満月城火災：兵庫県有馬温泉）死者30名を受け、
昭和46年定期調査の報告周期を見直し。

・平成18年、19年の昇降機等の死亡事故（シティハイツ竹芝エレベーター事故）を受け、
平成20年定期調査及び定期検査の項目、事項、調査・検査方法及び結果の判定基準を明確化。

・平成25年の福岡市診療所火災（死者10名）を受け、平成28年から防火設備の
定期検査を追加、定期調査報告対象として、安全性、防火性又は衛生上特に重要
であるものを国が政令で指定。
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〇多数の死者が出る火災事故が続き、被害が拡大した原因の一つとして、建築物が適法な状
態で管理されていなかったことが掲げられ、こうした事態を踏まえ、建築基準法を改正
し（建築基準法の一部を改正する法律（平成26年法律第54号））、平成28年6月1日から、
新たな定期報告制度が施行された。
平成24年 5月 福山ホテル火災（広島県福山市）：死者7名
（死者3名以上の宿泊施設火災は平成6年12月発生の飯坂温泉 若喜旅館火災以来）
平成25年 2月 長崎市認知症高齢者グループホーム火災（長崎県長崎市）：死者5名
平成25年10月 福岡市整形外科医院火災（福岡県福岡市）：死者10名
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〇法定の定期報告の実施に当たり、建築物の「調査」、建築設備・昇降機の「検査」について
は、それぞれ法令に基づく資格者でなければ実施できないこととされている。
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〇避難上の安全確保等の観点から、
➊不特定多数の者が利用する建築物及びこれらの建築物に設けられた防火設備
➋高齢者等の自力避難困難者が就寝用途で利用する施設及びこれらの施設に設けられた防火設備

➌エレベーター、エスカレーター、小荷物専用昇降機
は国が政令で一律に報告の対象としてる。

〇このほか、地域の実情に応じ、特定行政庁が報告の対象を定めることができる。
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〇大阪市北区ビル火災（死者27名）を踏まえ「事務所」用途の定期調査報告対象規模を5階
以上、1,000㎡から3階以上、200㎡以上を指定可能とするよう法改正された。

※福島市は現時点では事務所用途では「5階、1,000㎡以上」のままとしている
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定期報告関係法令

【報告が必要な建築物】
定期報告 ➡ 特定建築物の内、政令と特定行政庁が指定した建築物
定期点検 ➡ 特定建築物すべて

【根拠法文】
建築基準法第12条第1項 ➡ 建築物の定期報告
建築基準法第12条第2項 ➡ 建築物の定期点検
建築基準法第12条第3項 ➡ 建築設備等（建築設備・防火・昇降機）の定期報告
建築基準法第12条第4項 ➡ 建築設備の定期点検

【関連法文・告示】
建築基準法第6条第1項第1号 ➡ 特定建築物の範囲
建築基準法施行令第14条の2 ➡ 特定建築物の範囲
建築基準法施行令第16条 ➡ 定期報告を要する建築物
建築基準法施行規則第5条 ➡ 建築物の定期報告
福島市建築基準法施行細則第13条 ➡ 福島市が指定する建築物について
福島市建築基準法施行細則第14条 ➡ 福島市が指定する建築設備等について
平28告示240号 ➡ 定期報告のより具体的な対象について
平20告示282号 ➡ 建築物の調査内容
平20告示283号 ➡ 昇降機等の検査内容
平20告示284号 ➡ 遊戯施設等の検査内容
平20告示285号 ➡ 建築設備の検査内容
平28告示723号 ➡ 防火設備の検査内容
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告示 ➡ 国交省告示H20.3.10第282号（建築物の定期調査報告における調査及び定期点検に
おける点検の項目、方法及び結果の判定基準並びに調査結果表を定める件）

国交省告示H28.1.21第240号（定期報告を要しない通常の火災時において避難上著
しい支障が生ずるおそれの少ない建築物等を定める件）

細則 ➡ 福島市建築基準法施行細則第１３条

政令 ➡ 建築基準法施行令第１４条の２、第１６条

省令 ➡ 建築基準法施行規則第５条

【対象建築物の用途】集会場、病院、ホテル、物品販売業を営む店舗など

【報告の時期】定期報告を要する建築物に該当することとなった日の属する年度
を始期として、その後3箇年度を経過する年度ごとに、その年度の9月30日まで

【規則で定める書類】報告書の添付書類（細則第１３条第３項）
・付近見取図　　　・配置図　　　・各階平面図

特定建築物等定期調査業務基準（（一財）日本建築防災協会）

※建築基準法令の範囲外

法律 ➡ 建築基準法第６条第１項第１号、第１２条第１項

調査の内容　➡　告示 規則で定める書類　➡　細則

【告　示】

調査項目、項目毎の方法及び結果の判断基準
並びに調査結果表（調査結果図、関係写真）

避難上著しい支障が生じる
おそれが少ない建築物の指定

【政令及び細則】

特定建築物定期報告制度の構成図

【法　律】

特定建築物の定期報告 対象建築物の指定　➡　政令、告示、細則

【省　令】

調査報告書（第三十六号の二様式）等
第三十六の三様式（概要書）

報告の時期　➡　細則
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報告対象（建築物）

〇特定建築物の範囲内から政令特定行政庁が指定

〇政令は全国共通だが、特定行政庁の指定する内容は様々
➡報告する特定行政庁ごとに対象範囲の確認が必要

特定行政庁
が指定する
建築物

特定建築物

建
築
物

・法第６条第１項第１号
　　　　　　　に掲げる建築物

・令第14条の２
　　　　　　　で定める建築物

政令で指定
する建築物
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福島市建築基準法施行細則
（建築物についての定期報告等）
第13条 法第12条第１項の規定により指定する特定建築物は、次の表の（あ）欄に掲げる用途に
供するもので、その用途に供する部分の規模が同表の（い）欄に該当するものとする
（避難階のみを当該用途に供するものを除く。）。

区分
（あ） （い）

用途 規模

(1)

児童福祉施設等（定期報告を要しない通常の火災時
において避難上著しい支障が生ずるおそれの少ない
建築物等を定める件（平成28年国土交通省告示第
240号。以下この表において「告示」という。）第
１第１項第４号に規定する高齢者、障害者等の就寝
の用に供する用途に供する建築物（告示第１第２項
第１号、第４号及び第５号に掲げる用途に供する建
築物を除く。）を除く。）

地階又は３階以上の階を当該用途に供するもの（地
階及び３階以上の階における当該用途に供する部分
の床面積の合計がそれぞれ100平方メートル以下の
ものを除く。）及び当該用途に供する２階の部分の
床面積の合計が300平方メートル以上のもの

(2)
下宿、共同住宅又は寄宿舎（告示第１第２項第１号
に掲げるものを除く。）

３階以上の階を当該用途に供し、かつ、当該用途に
供する部分の床面積の合計が1,000平方メートル以
上のもの

(3) 学校又は体育館（学校に付属するものに限る。）
３階以上の階を当該用途に供し、又は当該用途に供
する部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上
のもの

(4)
事務所その他これに類する用途に供する建築物（法
第６条第１項第１号に掲げる建築物を除く。）

当該用途に供する部分の階数が５以上で、かつ、当
該用途に供する部分の床面積の合計が1,000平方
メートルを超えるもの
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報告対象（建築設備等）

〇福島市の場合、建築設備と昇降機は政令以外に指定していない

〇建築設備は政令でも指定していない
➡福島市の場合、建築設備の報告義務なし ※点検は必要

・エレベーター

・エスカレーター

・小荷物専用昇降機

防
火
設
備

政令で指定する
防火設備

特定行政庁が指定
する防火設備

特定建築物

政令で指定する昇降機

特定行政庁
が指定する
昇降機

昇
降
機

建
築
設
備

建
築
設
備
等

特定行政庁が指定する
建築設備
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報告対象（防火設備）

〇法第12条第1項の報告が必要な建築物に設けられた防火設備
＋

〇以下に掲げる用途のうち、床面積200㎡以上の建築物に設けられた防火設備
・病院、診療所（患者の収容施設があるものに限る）
・共同住宅又は寄宿舎（高齢者、障害者等の就寝の用に供するものに限る）
（告示第一第2項）（サービス付き高齢者向け住宅、認知症高齢者グループ
ホーム、障害者グループホーム）

・児童福祉施設等（高齢者、障害者等の就寝の用に供するもの）

➡避難階のみの建築物に設けられた防火設備も対象

※告示：国土交通省告示第240号「○定期報告を要しない通常の火災時において
避難上著しい支障が生ずるおそれの少ない建築物等を定める件」

※外壁開口部の防火設備、常時閉鎖式の防火設備を除く
※防火設備の定期報告は「消防設備等点検報告」とは別に報告が必要です
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報告対象（準用工作物）

〇福島市の場合、政令以外に指定していない

政令で指定する準用工作物

・メリーゴーランド、
　観覧車等の原動機による回転運動をする遊戯施設

準
用
工
作
物

・観光用エレベーター、エスカレーター

・コースター等の高架の遊戯施設

特定行政庁
が指定する
準用工作物

18



対象用途・規模（建築物、防火設備）
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6年以内
（初回免除）

3年以内

検査済証
交付日

建築物の報告周期（対象年度の9月30日まで）

新築

3年以内

6年 7年 8年 9年 10年 11年1年 2年 3年 4年 5年

1年以内
1年以内

防火設備・昇降機の報告周期（おおむね1年ごと）

2年以内
（初回免除）

1年以内
1年以内

1年以内

5年 6年

検査済証
交付日

新築 1年 2年 3年 4年

報告の時期・周期

〇建築物：３箇年度を経過する年度ごとに、その年度の９月30日まで
（細則第13条）

〇防火設備：おおむね１年ごと（細則第14条）
➡検査済証（新築・改築）の交付を受けた直後の時期を除く
（規則第5条、第6条）

6年以内
（初回免除）

3年以内

検査済証
交付日

建築物の報告周期（対象年度の9月30日まで）

新築

3年以内

6年 7年 8年 9年 10年 11年1年 2年 3年 4年 5年

1年以内
1年以内

防火設備・昇降機の報告周期（おおむね1年ごと）

2年以内
（初回免除）

1年以内
1年以内

1年以内

5年 6年

検査済証
交付日

新築 1年 2年 3年 4年
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避難階のみの建築物

〇用途、階数、面積等が対象規模となる建築物であっても、避難階のみを該当
施設として利用している場合は定期報告の「対象外」となる。

〇下図の例を参考にすると、地上1階建て床面積4,000㎡の物販店舗は、3,000㎡
以上あるため対象範囲に含まれるが、避難階のみのため定期報告の対象とは
ならない。

※注意：該当用途が避難階のみであってもその建築物に設けられた防火設備は
定期報告対象（対象用途で床面積200㎡以上）

1F：物販店舗（4,000㎡） 当該用途が「避難階」のみ➡対象外

2F：物販店事務所（400㎡）

1F：物販店舗（3,600㎡） 「物販店舗」用途床面積合計3,000㎡以上➡対象
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複合用途建築物の取扱い（報告対象）

〇一つの建築物で複数の用途がある場合は、用途ごとに対象となるか検討し、

一つでも報告の対象になっていれば、建築物として（すべての用途）報告を

上げる必要がある。

〇地上3階建て、3階を400㎡の有床診療所、2階を400㎡の飲食店、1階を400㎡の
物販店舗の建築物。1階、2階は対象外だが、3階の有床診療所が対象となるので、
すべての階で調査・報告が必要となる。

3F：有床診療所（400㎡） 「有床診療所」3F・100㎡以上➡対象

2F:飲食店（400㎡） 「飲食店」2F・500㎡未満➡対象外

1F:物販店舗（400㎡） 「物販店舗」1F➡対象外

原
則
建
築
物
全
体

が
報
告
対
象
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複合用途建築物の取扱い（共用部分の考え方）

〇複合用途建築物において、各用途の利用者が共有する廊下、階段、便所など
（共用部分）の床面積については、各用途のおける専用部分の床面積に応じ
て按分して、各用途の床面積に算入する。

200㎡×（30㎡×2/3） 100㎡×（30㎡×1/3）

＝220㎡ ＝110㎡

飲食店
（専用：200㎡）

廊
下
・
階
段
（

3
0
㎡
）

物販店舗
（専用：100㎡）

中央の廊下・階段部分については、
「飲食店」、「物販店舗」の利用者が

共同利用する部分

23



特定建築物の外壁タイル等の全面打診等調査の実施

・調査報告の必要な理由

・対象となる外壁の仕上げ材

・調査の周期

・落下により歩行者等に危害を加えるおそれのある部分

・調査方法
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・福島市の定期報告に対する通知
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●対象物件の建築物・防火設備の管理者（原則）に通知文を送付
➡通知文が届いていなくても対象物件は提出が必要
(すべての物件の管理者・所有者を追えているわけではない)

※「定期報告制度リーフレット」同封
※「定期報告対象建築物等の変更届」同封

●報告期限を過ぎた物件に対して再通知を送付
➡速やかな報告提出をお願いします
※防火設備に関しては報告期限前でも再通知が届く場合あり

●要是正事項のある物件に対して要是正改善依頼文書の送付
（既存不適格のみの場合を除く）
➡建築物の適正な維持管理をお願いします
※「定期調査(検査)報告書に基づく是正完了報告書」参照
※「建築物維持管理の留意事項チラシ」参照

●報告物件に対して、報告済証（ステッカー）の交付
➡利用者の見えやすい場所に掲示お願いします
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報告済証ステッカー

「調査報告済証・検査報告済証（ステッカー）」は、適正な維持保全の必要性に関する意識の
向上や定期報告制度の理解を高めることを目的として、調査を実施し、建築基準法に基づいた
定期報告を行った建築物の出入口等に貼っていただくことにより、建築物等の安心のシンボル
マークとして広く建築物等の利用者・居住者に定期報告制度について知っていただくものです。

令和５年度よりデザインが変更となりました（75㎜角）
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・定期報告制度の概要

・定期報告の対象となる建築物、建築設備等

・福島市の定期報告に対する通知

・報告書記入上の注意（記入例）

・リーフレット等
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建築計画概要書 第二面

・18及び19欄

➡定期調査（建築物）
及び定期検査（防火設備）
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・定期報告制度の概要

・定期報告の対象となる建築物、建築設備等

・福島市の定期報告に対する通知

・報告書記入上の注意（記入例）

・リーフレット等
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第30回福島市建築・消防行政に関する講習会（令和6年2月8日開催）資料を一部改編

令和6年2月版
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